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１．審査の期日    

令和２年７月３１日（金） 

 

２．審査の主眼 

（１）審査に付された令和元年度上里町水道事業決算書、財務諸表、その他付属書類は適正に作成

され決算係数は会計諸帳簿と符合し正確であるか。 

（２）事業の経営実績と財政状態を明瞭適正に表示しているか。 

（３）予算の執行並びに事業の経営管理は、地方公営企業法第３条に規定される経営基本原則に基 

づき、適正かつ効率的に運営されているか。      

以上に主眼をおいて審査を実施した。 

 

３．審査の方法 

 決算審査にあたっては、関係職員の出席を求め、決算内容について説明を聴き、また決算関係書

類と総勘定元帳、関係補助簿等を照合するとともに、例月出納検査、定例監査の実施結果を参考とし

て審査を実施した。 

 

４．経営の概要について 

○業務実績について 

事        項 令和元年度 平成３０年度 比   較 増減率（％） 

（年度末）給水人口（人） ３０，846 ３０，９６２ △１１６ △０．３７ 

（年度末）給水戸数（戸） １２，９３７ １２，８０５ １３２ １．０３ 

年間配水量（㎥） ４，４３６，７０２ ４，４６３，３０１ △２６，５９９ △０．６０ 

年間給水量（㎥） ３，６３９，２５４ ３，６９０，５７９ △５１，３２５ △１．３９ 

有  収  率（％） ８２．０３ ８２．６９     △０．６６     
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５．決算報告書について 

①収益的収入及び収益的支出 

  

収　　入 （単位：円）
執 行 率

（B)／（A)

うち仮受消費税及び

地方消費税

40,369,242

支　　出 （単位：円）
執 行 率

（B)／（A)

うち仮払消費税及び

地方消費税

15,878,611

備　　　　　　　考

事業費 509,876,000 475,703,011 34,172,989 93.30%

事業収益 549,941,000 554,367,199 4,426,199 100.80%

区　　分 予算額（A) 決算額（B) 不　　用　　額

区　　分 予算額（A) 決算額（B)
予算額に比べ

備　　　　　　　考
決算額の増減額

 収益的収入及び収益的支出の決算額は、予算額に比べ収入において、４４２万６，１９９円の増収と

なり、支出は３，４１７万２，９８９円の不用額を生じている。 

 

②資本的収入及び資本的支出 

  

収　　入 （単位：円）
執 行 率

（B)／（A)
うち特定収入仮払消費
税及び地方消費税

2,337,865

支　　出 （単位：円）
執 行 率

（B)／（A)

うち仮払消費税及び

地方消費税

6,030,076

区　　分 予算額（A) 決算額（B)
予算額に比べ

備　　　　　　　考
決算額の増減額

資本的収入 134,074,000 120,785,400 △ 13,288,600 90.09%

区　　分 予算額（A) 決算額（B) 不　　用　　額 備　　　　　　　考

資本的支出 382,424,000 366,505,639 15,918,361 95.84%

 
資本的収入及び資本的支出の決算額は、予算額に比べ収入において１,３２８万８，６００円の減収

となり、支出は１，５９１万８，３６１円の不用額を生じている。 

 

③経営状況について 

・収益的収入の主なものは 

○営業収益では、水道料金（メーター使用料を含む）  ４億４，1５６万９，１１８円である。  

○営業外収益では、長期前受金戻入 ３，１８６万２，９３０円である。 
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・収益的支出の主なものは 

○営業費用では、減価償却費 １億８，５２９万６，４２０円、原水及び浄水費 ９，８８４万７，２０３円であ

る。 

○営業外費用では、企業債利息 ３，４５２万２，８７４円である。 

この結果、事業収益は ５億１，４０３万５，０５９円（税抜）、事業費用は ４億３，９３３万７，６１０円（税

抜）となっている。 

 

６．審査の結果 

 審査に付された決算書、財務諸表及び付属書類は、いずれも関係法令に準拠して作成されており、

計数も会計諸帳簿と符合し正確であり、令和２年３月３１日現在における財政状況を適切に表示して

いるものと認められた。 

 事業決算としては、事業収益が５億５，４３６万７，１９９円に対し、事業費用は４億７，５７０万３，０１１

円となっている。 

 また損益計算としては、純利益が７，４６９万７，４４９円生じており、前年度繰越利益剰余金１億６，９

５９万３，２２４円、その他未処分利益剰余金変動額１億６，００８万４６８円と併せると、当年度未処分利

益剰余金は４億４３７万１，１４１円となっている。 

 企業債の残高は１６億１，９３０万２，８８３円であり、この償還原資である有形固定資産の残高は  

３９億２，０４２万６，５９２円である。 

 減価償却費と償還金のバランスについては、当該事業年度の減価償却費１億８，５２９万６，４２０円

に対し、企業債の償還は２億８，７１４万７，７６６円となっている。 

当該事業年度は、一般家庭の節水意識の高まりや大口需要の低下等により給水収益が減少し横

ばい傾向にあることに加え、新たに老朽化した民地内配水管の更新工事、また、企業債の償還も多

額である状況が続いていることから、経営環境は依然厳しいものと推察される。 

ついては、引き続き安定供給の確保や給水サービスの向上を図りつつ、維持管理費の節減に努め

るとともに、有収率の向上対策や水道料金の未収金の解消に期待したい。また、今後予定されている

国道１７号バイパスや町道の新設事業等に伴う、水道管切り回しや水道新設工事も合理的な事業計

画に努められたい。 

 


